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ⅠⅠⅠⅠ    基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方    

    

１１１１    集中改革集中改革集中改革集中改革プランプランプランプランとはとはとはとは    

    

 本市では、平成１９年３月に策定した「紀の川市行財政改革大綱」さらに、平成２

３年３月に策定した「第２次紀の川市行財政改革大綱」の目標実現に向けて、具体的

な取り組み内容と実施年度を明らかにするため、「紀の川市行財政改革集中改革プラ

ン」を策定し、行財政改革を推進してきました。 

今回、現行の「第２次紀の川市行財政改革集中改革プラン」の計画期間が最終年度を

迎えるにあたり、基本的な考え方や具体的な取り組みを継承し、計画期間を２年間延長

する「第２次紀の川市行財政改革集中改革プラン改訂版」を策定しました。本プランは、

新たに策定した「第２次紀の川市行財政改革大綱改訂版」に示した内容を、着実かつ集

中的に推進するための具体的な取り組みを示した計画です。 

 

 

２２２２    集中改革集中改革集中改革集中改革プランのプランのプランのプランの構成構成構成構成    

    

 「第２次紀の川市行財政改革大綱改訂版」においては２つの基本理念である『１簡

素で効率的な行財政運営の確立』・『２市民との協働によるまちづくり』のもと、この

基本理念に基づいた３つの基本方策「市民本位の行政システムの構築」、「効率的な組

織の確立」、「自主性・自立性の高い財政運営の確保」を定めています。 

 「第２次紀の川市行財政改革集中改革プラン改訂版」は総務省から示された「地方

公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」及び「地方行政サービス改革

の推進に関する留意事項」に基づき、３つの基本方策に基づいた具体的な取り組み項

目について、実施内容を示しています。 

 

 

 

      

                    ・紀の川市が目指す行財政改革の方向性を示すための指針    

                    ・基本理念基本理念基本理念基本理念    

１１１１    簡素簡素簡素簡素でででで効率的効率的効率的効率的なななな行財政運営行財政運営行財政運営行財政運営のののの確立確立確立確立    

２２２２    市民市民市民市民とのとのとのとの協働協働協働協働によるまちづくりによるまちづくりによるまちづくりによるまちづくり    

                    ・・・・基本方策基本方策基本方策基本方策    

                                １１１１    市民本位市民本位市民本位市民本位のののの行政行政行政行政システムのシステムのシステムのシステムの構築構築構築構築    

                                ２２２２    効率的効率的効率的効率的なななな組織組織組織組織のののの確立確立確立確立    

                                ３３３３    自主性自主性自主性自主性・・・・自立性自立性自立性自立性のののの高高高高いいいい財政運営財政運営財政運営財政運営のののの確保確保確保確保    

    

第２次紀の川市行財政改革大綱【改訂版】 
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                    ・大綱に示す基本理念、基本方策に基づき重点項目を定めた上で、個別の 

                        改革事項を設定し、改革の成果をわかりやすく示すための指標とする。 

 

     ・・・・重点項目重点項目重点項目重点項目    

                        １１１１    市民本位市民本位市民本位市民本位のののの行政行政行政行政システムのシステムのシステムのシステムの構築構築構築構築    

                                事務事業等事務事業等事務事業等事務事業等のののの改善改善改善改善    

                                民間委託等民間委託等民間委託等民間委託等のののの推進推進推進推進    

                                指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度のののの活用活用活用活用    

                                地域協働地域協働地域協働地域協働のののの推進推進推進推進    

                                公正公正公正公正のののの確保確保確保確保とととと透明性透明性透明性透明性のののの向上向上向上向上    

                                電子自治体電子自治体電子自治体電子自治体のののの推進推進推進推進    

                            

２２２２    効率的効率的効率的効率的なななな組織組織組織組織のののの確立確立確立確立    

                                柔軟柔軟柔軟柔軟かつかつかつかつ機動的機動的機動的機動的なななな組織組織組織組織・・・・機構機構機構機構のののの構築構築構築構築    

                                定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正化適正化適正化適正化    

                                給与給与給与給与のののの適正化適正化適正化適正化    

                                人材育成人材育成人材育成人材育成のののの推進推進推進推進    

    

                        ３３３３    自主性自主性自主性自主性・・・・自立性自立性自立性自立性のののの高高高高いいいい財政運営財政運営財政運営財政運営のののの確保確保確保確保    

                                財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化    

                                補助金補助金補助金補助金のののの整理合理化整理合理化整理合理化整理合理化    

                                地方公営企業等地方公営企業等地方公営企業等地方公営企業等のののの経営健全化経営健全化経営健全化経営健全化    

                                地方公社地方公社地方公社地方公社・・・・外郭団体等外郭団体等外郭団体等外郭団体等のののの効率的効率的効率的効率的なななな運営運営運営運営    

                                公共工事公共工事公共工事公共工事のののの改革改革改革改革    

                                公共施設公共施設公共施設公共施設のののの見直見直見直見直しししし    

 

      ４４４４    事務事業事務事業事務事業事務事業のののの総点検総点検総点検総点検（（（（サマーレビューサマーレビューサマーレビューサマーレビュー））））によるによるによるによる取取取取りりりり組組組組みみみみ    

 

 

 

 

・改革項目ごとに現状の課題及び問題点、その課題等に対する改革・取り組

みの内容を明示し、財政効果を算定するため数値目標・効果額の設定が可      

能なものについては設定を行います。 

第２次紀の川市行財政改革集中改革プラン【改訂版】 
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３３３３    実施実施実施実施期間期間期間期間    

    

 本プランの実施期間は、行財政改革大綱改訂版の推進期間と同じく２年間延長して

平成２３年度から平成２９年度までの７年間とし、その実現に向けて具体的かつ計画

的な取り組みを実行します。 

    

    

４４４４    推進体制推進体制推進体制推進体制とととと見直見直見直見直しししし    

    

 本プランの進行にあたっては、全庁・全職員を挙げて目標達成に取り組み、総合的

かつ組織的な推進を図るため、紀の川市行財政改革推進本部において進行管理を行い

ます。 

 また、社会経済情勢や市民ニーズの変化あるいは改革事項等の進捗状況を検証し、

紀の川市行財政改革推進委員会の意見を聴いて、適宜見直しを行い、広報紙やホーム

ページを通じて公表します。 

    

    

ⅡⅡⅡⅡ    行財政改革行財政改革行財政改革行財政改革のののの基本方策基本方策基本方策基本方策    

    

１１１１    市民本位市民本位市民本位市民本位のののの行政行政行政行政システムのシステムのシステムのシステムの構築構築構築構築    

    

市民が志向する、より質の高い行政サービスを提供するため、行政運営にあたっては 

市民ニーズを把握した上で、抜本的な事務事業等の見直しを行い、財政の健全化に向け

た行財政システムの構築に努めます。また、住民サービスの公平化の観点から、合併前

の旧地域が個別に行ってきた事業の統一化、整合化を速やかに図ります。 

なお、より一層の効率化を目指した新たな行政経営システムの構築については、財政

効果を勘案しつつ、経営的な視点から抜本的な見直しを行い、全庁的体制のもと改革に

取り組みます。 

 

 

２２２２    効率的効率的効率的効率的なななな組織組織組織組織のののの確立確立確立確立    

    

増大する行政需要に対応し、質の高い行政サービスを提供するためには、行政課題に

的確に対応するため、業務の内容や量に応じ、簡素で効率的かつ市民にわかりやすい組

織へ改善する必要があります。 

本市においては、柔軟かつ機動的な組織・機構の構築に向け、紀の川市行政組織機構

改革検討委員会において、市民サービスをさらに充実させることを基本に現行の各課の
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業務内容及び業務量を精査した上で、これまで以上に問題解決機能及び政策形成機能を

発揮することができる組織に改善します。また、関連する業務を再編・統合し、住民に

とって分かりやすい組織編成となるよう必要に応じた見直しを行います。 

引き続き、限られた財源や人員の有効活用を図り、市民のニーズに対応できる効率

的・効果的な行政運営に向けて身軽で無駄のない行政組織機構の構築に向け年次的に改

革を進めます。 

 今後も行政運営の面で、長期的視野に立った能力開発や勤務条件の管理等の人事制度

関係の改革に取り組み、定員管理・給与等の適正化や職員の資質向上とともに自治体の

存在目的である住民福祉の向上を図ります。 

 

○○○○定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正化適正化適正化適正化    

 地方公共団体にこれまで以上のスリムで効果的な行政システムが求められている中

で、定員管理の適正化は人事管理の重要な分野の一つとして位置づけられます。 

 当市におきましては、合併時（平成１７年１１月７日）の総職員数７２５人に対し、

定率補充から定数補充への見直しに取り組み、当初の計画よりも１年前倒して平成２２

年４月１日までには９．２％に当たる６７人の純減を図ってきました。 

 今後においても行財政改革や地方分権の推進に伴い、給与体系の構造改革をはじめ人

件費抑制への取り組みが進む中、本市においても第３次職員適正化計画の推進により、

更なる行財政運営の健全化に向けて取り組みます。職員数の削減による人件費抑制とあ

わせて職員の資質向上に向けた人材育成や事務事業の見直しを図ることにより、効率的

な行財政運営に努めます。 

 

（１）数値目標 

  平成２２年４月１日現在の総職員数６５８人に対して、平成２９年４月１日までに

その１６．３％に当たる１０７人の純減を図ります。 

 

年度別職員数の推移と計画（各年度 4 月 1 日現在）             （単位：人） 

 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 

職 員 数 658 636 615 597 584 568 553 551 

退 職 者 数 31 28 27 35 24 (31) (15) (16) 

採 用 者 数 9 9 7 9 22 8 (16) (13) 

純 減 数 ▲13 ▲22 ▲21 ▲18 ▲13 ▲16 ▲15 ▲2 

純減数(累計) ▲67 ▲89 ▲110 ▲128 ▲141 ▲157 ▲172 ▲174 

※※※※    表中表中表中表中のカッコのカッコのカッコのカッコ内内内内はははは、、、、予定者数予定者数予定者数予定者数ですですですです。。。。    

※※※※    各年度各年度各年度各年度（（（（4444 月月月月 1111 日現在日現在日現在日現在））））のののの採用者数採用者数採用者数採用者数にはにはにはには、、、、前年度途中前年度途中前年度途中前年度途中でのでのでのでの採用者数採用者数採用者数採用者数をををを含含含含みますみますみますみます。。。。

平成平成平成平成 22222222 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日現在現在現在現在のののの総職員数総職員数総職員数総職員数     平成平成平成平成 22229999 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日のののの目標総職員数目標総職員数目標総職員数目標総職員数    純減数純減数純減数純減数・・・・（（（（率率率率））））    

６５８６５８６５８６５８    人人人人    ５５１５５１５５１５５１    人人人人    

▲▲▲▲１０７１０７１０７１０７人人人人    

（（（（▲▲▲▲16161616....3333％）％）％）％）    
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（２）年度別職員数の推移（各年度 4 月 1 日現在） 

                                 （単位：人） 

 合併時 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 

総 職 員 数 725 

(725) 

706 

(706) 

705 

(700) 

695 

(685) 

685 

(671) 

662 

(658) 

退職予定者数 22 

(22) 

15 

(26) 

19 

（26) 

19 

(27) 

16 

(22) 

24 

 

採用予定者数  3 

(3) 

14 

(20) 

9 

(11) 

9 

(13) 

7 

(9) 

純 減 数  ▲19 

(▲19) 

▲1 

(▲6) 

▲10 

(▲15) 

▲10 

(▲14) 

▲ 9 

(▲13)   

純減数（累計）  ▲19 

(▲19) 

▲20 

(▲25) 

▲30 

(▲40) 

▲40 

(▲54) 

▲ 63 

(▲67) 

※※※※    表中表中表中表中のカッコのカッコのカッコのカッコ内内内内はははは、、、、実績実績実績実績によるによるによるによる数値数値数値数値ですですですです。。。。    

    

    （（（（参考参考参考参考））））    部門別職員数の推移 

各年度 4月 1 日現在（単位：人） 

 

 

18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 

一

般

行

政

（

福

祉

関

係

を

除

く

）

 

議  会 8 8 8 8 7 

総  務 165 154 148 146 148 

税  務 39 39 38 35 34 

労  働 1 0 0 1 1 

農林水産 34 60 57 55 54 

商  工 11 9 8 8 8 

土  木 45 43 43 42 38 

小  計 303 313 302 295 290 

福

祉

関

係

 

民  生 187 181 171 163 158 

衛  生 82 78 78 78 75 

小  計 269 259 249 241 233 

一 般 行 政 計 572 572 551 536 523 

教     育 69 68 69 66 66 

公

 

営

 

企

 

業

 

下 水 道 12 12 14 16 15 

水  道 27 27 27 25 24 

そ の 他 26 21 24 28 30 

小  計 65 60 65 69 69 

総  合  計 706 700 685 671 658 
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                                （単位：人） 

 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29年度 

総 職 員 数 658 636 615 597 585 568 547 550 

退 職 者 数 

( )は予定 

31 28 27 35 24 42 21 (14) 

採 用 者 数 9 9 7 9 23 7 21 24 

純 減 数 ▲13 ▲22 ▲21 ▲18 ▲12 ▲17 ▲21 3 

純減数（累計） ▲67 ▲89 ▲110 ▲128 ▲140 ▲157 ▲178 ▲175 

    

    （（（（参考参考参考参考））））    部門別職員数の推移 

各年度 4月 1 日現在（単位：人） 

 

 

23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

一

般

行

政

（

福

祉

関

係

を

除

く

）

 

議  会 6 6 6 6 6 6 6 

総  務 141 138 129 125 128 113 118 

税  務 31 32 33 33 33 32 30 

労  働 0 0 0 0 0 0 0 

農林水産 47 45 47 46 44 43 46 

商  工 9 8 7 7 8 10 11 

土  木 40 39 36 34 31 29 27 

小  計 274 268 258 251 250 233 238 

福

祉

関

係

 

民  生 159 150 143 136 129 125 128 

衛  生 72 70 69 70 68 68 66 

小  計 231 220 212 206 197 193 194 

一般行政計 505 488 470 457 447 426 432 

教    育 64 66 63 67 61 61 57 

公

 

営

 

企

 

業

 

下 水 道 14 13 13 12 11 10  9 

水  道 24 23 23 21 21 20 21 

そ の 他 29 25 28 28 28 30 31 

小  計 67 61 64 61 60 60 61 

総 合 計 636 615 597 585 568 547 550 

 

注１）部門別職員数は総務省が実施する「定員管理調査」の区分に基づくもので、教

育長を除いた数です。「その他」は国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢

者医療事業、老人保健事業(H22 以降なし)、工業用水道事業等となっています。 

注２）各年度（4 月 1日現在）の採用者数には、前年度途中での採用者数を含みます。    
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○○○○給与給与給与給与のののの適正化適正化適正化適正化    

人件費の歳出に占める割合は、依然として最も高く、財政運営に与える影響が大きい

ことから、引き続き現行の職員の給与制度について見直し等を実施し、給与の適正化に

努めるとともに、時間外勤務手当の縮減等により総人件費の抑制を図ります。    

    給与の適正化の方策としては、職務・職責と勤務実績を反映する給与システムの導入

が、市民サービスの向上と人件費の縮減を図る可能性が高いものと思われます。そのた

め、能力主義の人事評価システムを構築し、職員の士気を高めることにより市民サービ

スの向上を図るとともに、市民の納得と理解が得られる給与制度、運用、水準の導入に

努めます。 

また、人事評価システムの構築に伴い職場内研修の強化も図りつつ、職員個々のスキ

ルアップを目指し、人事交流や自己啓発の支援などあらゆる方面から人材育成を図りま

す。 

    

    

３３３３    自主性自主性自主性自主性・・・・自立性自立性自立性自立性のののの高高高高いいいい財財財財政運営政運営政運営政運営のののの確保確保確保確保    

    

 市民の求める行政運営体制や行政サービスを維持し、また、新たな行政ニーズに対応

するためには、自主性・自立性の高い財政運営の確保による財政基盤の確立が必要とな

ります。 

 紀の川市の財政状況は、歳入面では市税収入の減少や地方交付税・補助金の大幅な削

減が行われています。また、歳出面では人件費、公債費等の義務的経費や物件費などの

削減について、旧町時代の財政構造からの脱却に努力していますが、地方財政を取り巻

く状況も合併時の見通しを上回る厳しいものとなっています。この集中改革プランの取

り組みを基礎とし、財政健全化計画との整合性を図りながら持続可能な健全化財政を支

える財政基盤を構築していくことが必要であります。 

 

（歳入） 

財政収支の均衡のため、自主財源である市税等の収納率の向上を図るとともに、受益

者負担の原則に基づく使用料、手数料、負担金の見直しのほか、売却可能な市有財産の

処分を行い、さらに、ふるさと納税（寄附）を推進することにより財源の確保を図りま

す。 

（歳出） 

 歳出面では、財政の硬直化につながる、人件費、公債費、扶助費などの義務的経費の

削減が課題となります。 

 特に人件費については、職員適正化計画に基づいた人員の削減及び組織機構改革の実

施により効率的な事務事業の執行に努めます。 

 また、民間委託や指定管理者制度の積極的な活用、物件費の節減、公共事業の見直し

等により歳出の削減を図り、効率的かつ効果的な財政構造の改善に努めます。 
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○○○○財政計画財政計画財政計画財政計画によるによるによるによる財政財政財政財政推計推計推計推計及及及及びびびび財政縮減財政縮減財政縮減財政縮減のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ    

普通交付税が合併算定替から一本算定に段階的に切り替わった際の減額幅の精査や、

合併特例債の借入期間の延長などに対応するため、計画期間を平成２７年度から平成２

９年度の３年間、推計期間を平成３０年度から平成３４年度の５年間と設定し、必要な

サービスを必要な人に提供するための財源の裏付けとするとともに、健全で持続可能な

財政運営を堅持するための指針として平成２６年１０月に財政計画を改訂しました。 

平成２８年度からの普通交付税及び臨時財政対策債の合併支援措置が段階的に縮減

されることに加え、人口の減少に伴う市税・普通交付税の減少により、毎年１５億円以

上の財源不足が生じる見込みであることから、期限を定めた上で、計画的な歳出削減と

歳入の増加に取り組むことが不可欠であります。 

そのため、平成２７年度から平成２９年度の本市の財政運営の基本方針を「合併算定

替終了へ向けた一般財源の確保」とし、具体的な取り組みとして①職員数の削減、②経

常一般財源の削減、③投資的経費の抑制、④市債発行の抑制、⑤財政調整基金の確保、

⑥減債基金の確保、⑦特定目的基金の活用を掲げ、それぞれに数値目標を設定していま

す。 

今後、国・県の動向を注視し、その取り組みと数値目標の達成に向けて、柔軟かつ着

実に実行することが不可欠であります。 

 

 

４４４４    事務事業事務事業事務事業事務事業のののの総点検総点検総点検総点検（（（（サマーレビューサマーレビューサマーレビューサマーレビュー））））によるによるによるによる取取取取りりりり組組組組みみみみ    

    

３つの基本方策を踏まえ、平成２４年度から平成２５年度にかけて事務事業の総点検

（サマーレビュー）を実施し、課題の洗い出しを行いました。選定された項目について

は、行財政改革集中改革プランの新規重点項目として平成２５年度から平成２９年度ま

で２年間延長して取り組んでいきます。 

また、職員アンケートや関係課ヒアリングを実施することで明らかとなった課題のう

ち、財政効果額が見込まれるものなどについては、随時、検討した上で、業務改善に取

り組んでいきます。 

事務事業の総点検（サマーレビュー）や職員アンケートなど、次代を担う職員を中心

に緊迫感を持って取り組んでおり、その意識を共有し、引き続き全庁体制で行財政改革

を推進します。 
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ⅢⅢⅢⅢ    個別個別個別個別のののの改革事項改革事項改革事項改革事項        

    

※※※※    実施年次計画及実施年次計画及実施年次計画及実施年次計画及びびびび財政効果見込額財政効果見込額財政効果見込額財政効果見込額のカッコのカッコのカッコのカッコ内内内内はははは、、、、見直見直見直見直しししし

後後後後のののの数値数値数値数値ですですですです。。。。 
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１１１１    市民本位市民本位市民本位市民本位のののの行政行政行政行政システムのシステムのシステムのシステムの構築構築構築構築    

番号 実 施 項 目 名 担 当 課 名 

（（（（事務事業等事務事業等事務事業等事務事業等のののの改善改善改善改善））））    

1 行政評価の実施 企画部 企画調整課 

2 コミュニティバス及び地域巡回バス運行事業 

の改善 

企画部 企画調整課 

3 申告相談会場の統合等の推進 総務部 市民税課 

4 紀の川市社会福祉協議会の調整・支援 保健福祉部 社会福祉課 

5 小中学校における適正規模・適正配置 教育部 教育総務課 

（（（（民間委託等民間委託等民間委託等民間委託等のののの推進推進推進推進））））  

6 公立保育所の民営化 保健福祉部 子育て支援課 

7 学校給食業務の見直し 教育部 学校教育課 

（（（（指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度指定管理者制度のののの活用活用活用活用）））） 

8 指定管理者制度の活用 農林商工部 農業林業振興課 

（（（（地域協働地域協働地域協働地域協働のののの推進推進推進推進）））） 

9 地元大学との包括協定の推進 企画部 企画調整課 

10 市民（NPO・市民活動団体、自治区）との協働 

の推進 

地域振興部 地域振興課 

（（（（電子自治体電子自治体電子自治体電子自治体のののの推進推進推進推進）））） 

11 電算システムの更新 企画部 情報推進課 

 

 
  
 

    

２２２２    効率的効率的効率的効率的なななな組織組織組織組織のののの確立確立確立確立    

番号 実 施 項 目 名 担 当 課 名 

（（（（柔軟柔軟柔軟柔軟かつかつかつかつ機動的機動的機動的機動的なななな組織組織組織組織・・・・機構機構機構機構のののの構築構築構築構築）））） 

12 組織機構の再構築 企画部 企画調整課 

13 紀の川市連合消防団の統合 危機管理部 消防防災課 

（（（（定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正化適正化適正化適正化）））） 

14 定員管理の適正化 総務部 人事課 

（（（（給与給与給与給与のののの適正化適正化適正化適正化）））） 

15 給与の適正化 総務部 人事課 

（（（（人材育成人材育成人材育成人材育成のののの推進推進推進推進）））） 

16 人材育成の推進 総務部 人事課 
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３３３３    自主性自主性自主性自主性・・・・自立性自立性自立性自立性のののの高高高高いいいい財政運営財政運営財政運営財政運営のののの確保確保確保確保    

番号 実 施 項 目 名 担 当 課 名 

（（（（財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化）））） 

17 市有財産の適正管理と有効利用の実施 総務部 管財課 

18 新予算編成システムの構築 企画部 財政課 

19 安定した税収入等の確保 総務部 収税課 

20 駐車場使用料の見直し 建設部 住宅管理課 

（（（（補助金補助金補助金補助金のののの整理合理化整理合理化整理合理化整理合理化）））） 

21 補助金の見直し 企画部 企画調整課 

（（（（地方公社地方公社地方公社地方公社・・・・外郭団体等外郭団体等外郭団体等外郭団体等のののの効率的効率的効率的効率的なななな運営運営運営運営）））） 

22 土地開発公社の経営健全化 企画部 企画調整課 

（（（（公共工事公共工事公共工事公共工事のののの改革改革改革改革）））） 

23 橋梁の長寿命化 建設部 道路河川課 

（（（（公共施設公共施設公共施設公共施設のののの見直見直見直見直しししし）））） 

24 公立保育所の統廃合 保健福祉部 子育て支援課 

25 老人憩の家の管理運営方法の見直し 保健福祉部 高齢介護課 

26 保健福祉センターの管理運営方法の見直し 保健福祉部 健康推進課 

27 新庁舎建設に伴う支所・出張所の見直し 関係各課 

28 集会施設等の有効活用と管理運営方法等の 

見直し 

関係各課 

29 公共施設マネジメント計画の推進 企画部 企画調整課 
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ⅣⅣⅣⅣ    事務事業事務事業事務事業事務事業のののの総点検総点検総点検総点検    

            （（（（サマーレビューサマーレビューサマーレビューサマーレビュー））））        

    によるによるによるによる取取取取りりりり組組組組みみみみ        

    

    
４４４４    事務事業事務事業事務事業事務事業のののの総点検総点検総点検総点検（（（（サマーレビューサマーレビューサマーレビューサマーレビュー））））によるによるによるによる取取取取りりりり組組組組みみみみ    

    

番号 実 施 項 目 名 担 当 課 名 

1 草刈業務の見直し 各施設管理担当課 

2 公用車管理事業 総務部 管財課 

3 固定資産税納期前納付前納報奨金交付事業 総務部 市民税課 

4 自治振興事業 地域振興部 地域振興課 

5 社会福祉協議会活動支援事業 保健福祉部 社会福祉課 

6 高齢者自立支援事業 保健福祉部 高齢介護課 

7 農業用施設整備補助事業 農林商工部 農地課 

8 市営住宅改修事業 建設部 住宅管理課 

9 公共下水道事業 建設部 下水道課 

10 市道等改良事業 建設部 道路河川課 

11 公民館管理運営事業 教育部 生涯学習課 

12 生涯学習施設管理運営事業 教育部 生涯学習課 

13 施設使用料減免基準の見直し 行財政改革推進本部 

14 電気料金の見直し 各施設管理担当課 

15 ごみ収集事業 市民部 廃棄物対策課 

16 ふるさとまちづくり寄附金推進事業 総務部 総務課 

実施年次計画及実施年次計画及実施年次計画及実施年次計画及びびびび財政効果見込額財政効果見込額財政効果見込額財政効果見込額のカッコのカッコのカッコのカッコ内内内内はははは、、、、見直見直見直見直しししし後後後後 


































